
   

雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案について 

 

 

１．概要 

 平成 28年度補正予算の成立に伴い、雇用保険法に基づく各種助成金について、

制度の見直しや新設等を行うもの。見直しや新設の対象となるのは以下の助成

金であり、内容の詳細は別紙のとおり。 

１． 労働移動支援助成金 

２.  65歳超雇用推進助成金 

３.  生活保護受給者等雇用開発助成金 

４.  地域雇用開発助成金  

５.  人材確保等支援助成金 

６.  キャリアアップ助成金   

７.  地域活性化雇用創造プロジェクト（仮称）  

 

 

２．根拠法令 

 雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）第六十二条第一項及び第二項並

びに第六十三条第一項及び第二項 

 

 

３．施行期日等 

平成 28年 10月 補正予算成立後 公布・施行（予定） 
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案について【概要】 
 

Ⅰ．雇用保険法施行規則の一部改正 

１. 労働移動支援助成金 

（１）再就職支援奨励金の見直し  

○ 在職中の早い段階から再就職にあたり必要となるスキルを習得させ、早期再就職を

図るため、次の見直しを行う。 

・ 事業主が教育訓練施設等に委託をして訓練を行う場合の助成措置を新たに創設す

る。（訓練実施に係る委託経費の２／３（上限 30万円）） 

・ 再就職支援を委託した職業紹介事業者が職業訓練を実施した場合の助成措置につ

いて、１人当たり６万円から、訓練実施に係る委託経費の２／３（上限 30万円）に

拡充する。 

※ 再就職支援分、グループワーク分については改正なし。 

【現行制度の概要】 

再就職援助計画対象者等について、再就職に係る支援を民間の職業紹介事業者に費

用を負担して委託した事業主に対して、当該委託に要する費用の一部として次のとお

り助成（１人当たり上限 60万円） 

  再就職支援に要した委託費用（１の事業主につき、最大 500人まで支給） 

 助成率 

中小企業事業主以外 中小企業事業主 

再就職

支援分 

ア再就職支援 

委託時 
－ 10万円 

イ再就

職実現

後 

通
常 

委託総額の１/４（１/３） 委託総額の１/２（２/３） 

からアの額を引いた額 

特
例 

委託総額の１/３（２/５） 委託総額の２/３（４/５） 

からアの額を引いた額 

職業訓練（上限 18 万円） ６万円/月 を上乗せ 

グループワーク ３回以上実施で１万円を上乗せ 

※（ ）は 45歳以上の場合 

 

 

 

 

 

 

別紙 
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（２）受入れ人材育成支援奨励金の見直し 

 ① 早期雇入れ支援 

○ 平成 32年 12月 31日までの間、生産性向上が図られた成長企業における、職業安

定局長が定める条件に該当する早期雇入れに対する支給額を、一人当たり 40万円か

ら、80万円（雇入れから６か月経過後に 40万円、さらに６か月経過後に 40万円）

に引き上げる。 

【現行制度の概要】 

再就職援助計画対象者等を離職後３か月以内に期間の定めのない労働者として

雇用した事業主に対し、一人当たり 30万円（職業安定局長が定める条件に該当す

る場合は 40万円）を助成（１の事業主につき、最大 500人まで支給） 

② 人材育成支援 

  ○ 再就職援助計画対象者等を雇入れ、訓練を実施した場合の助成額を拡充するとと

もに、生産性向上が図られた成長企業において、成熟産業から成長産業への労働移

動を進めるという政策理念に沿うものとして職業安定局長が定める条件に該当する

雇入れを行い、当該労働者に対して訓練を実施した事業主に対する助成を優遇する。 

 （※）職業安定局長が定める条件に該当する雇入れを行い、当該対象者に対して訓練を

実施した場合 

【現行制度の概要】 

再就職援助計画対象者等を期間の定めのない労働者として雇入れ、当該労働者に

対し訓練（Off-JT又は Off-JT+OJT）を実施した事業主に対し、次のとおり助成 

・Off-JTに対する助成：訓練に係る賃金及び経費相当分を支給 

 1訓練コース当たり 1人につき、賃金助成として 1時間 800円（1,200時間を

限度） 、経費助成として 30万円を上限に支給 

・OJTに対する助成：訓練に係る実施費用相当分を支給 

 1訓練コース当たり 1人につき、1時間 700円（680時間を限度） 

 

 

 

 
 
 
 

 現行の支給額 見直し後の支給額 

通常助成 優遇助成（※） 

OJT実施助成 700円/時 800円/時 900円/時 

Off-JT 実施助成 800円/時 900円/時 1,000円/時 

経費助成 上限 30万円 上限 30万円 
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２. 65 歳超雇用推進助成金  

○65 歳超雇用推進助成金の創設 

「ニッポン一億総活躍プラン」を受け、将来的に継続雇用年齢や定年年齢の引上げ

を進めていく必要があることから、65 歳以降の継続雇用延長や 65 歳までの定年年齢の

引上げを行う企業に対する支援を拡充するため、本助成金を創設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 生活保護受給者等雇用開発助成金  

○生活保護受給者等雇用開発助成金の創設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規事業の概要】 

地方公共団体とハローワーク等が締結した協定に基づき、ハローワークに支援要請が

あった生活保護受給者及び生活困窮者を、公共職業安定所や一定の要件を満たした民間

職業紹介事業者等の紹介により、継続して雇用する労働者として新たに雇い入れた事業

主に対し、助成金を支給する。 

≪助成金対象事業主≫ 

・生活保護受給者等（地方公共団体が労働局・ハローワークと締結した協定に基づきハ

ローワークに支援要請を行った者）を、公共職業安定所等の紹介により、継続して雇

用する労働者として新たに雇い入れた事業主。 

≪支給額≫ 

・下記の額を雇入れから６か月経過後と 1 年経過後の計２回支給。 

 

 中小企業事業主 中小企業事業主以外 

短時間労働者以外 ３０万円 ２５万円 

短時間労働者 ２０万円 １５万円 

 

【新規事業の概要】 

65 歳以上への定年の引上げ、定年の定めの廃止、希望者全員を対象とする 66 歳以上

の継続雇用制度の導入のいずれかの措置を実施した事業主に対して、当該措置の内容に

応じて以下の助成額を助成する。 

≪助成金対象事業主≫ 

（１）65 歳への定年引上げを実施した事業主 

（２）66 歳以上への定年引上げ又は定年の定めの廃止を実施した事業主 

（３）希望者全員を 66～69 歳の年齢まで継続雇用する制度を導入した事業主 

（４）希望者全員を 70 歳以上の年齢まで継続雇用する制度を導入した事業主 

≪支給額≫ 

上記（１）100 万円、（２）120 万円、（３）60 万円、（４）80 万円 
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４. 地域雇用開発助成金  

○地域雇用開発奨励金の見直し 

 平成 28年熊本地震発生後に、熊本県において事業所を設置・整備し、求職者等を雇い

入れる事業主に対して助成を行う特例メニューを創設する（施行日から起算して一年を経

過する日まで）。 

 

 

 

 

 

  

【現行制度の概要】 

雇用情勢が厳しい地域等において、事業所を設置・整備し、地域求職者を雇い入れる事

業主に対して、設置・整備費用及び増加した労働者数に応じて一定額を助成する。 
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５. 人材確保等支援助成金  

○職場定着支援助成金（個別企業助成コース）の見直し 

・ 雇用管理制度助成について、助成対象となる雇用管理制度に短時間正社員制度（10 万

円支給）を追加（保育事業主のみ）。 

・ 保育労働者雇用管理制度助成を創設（保育事業主のみ）。 

保育事業主が、就業規則又は労働協約を変更することにより賃金制度の整備（賃 

テーブルの設定等）をした場合に 50 万円を助成する。 

 また、計画期間終了後の目標の設定を義務付け、計画期間１年経過後の離職率に係 

る当該目標を達成できた場合には、60 万円を追加で支給し、計画期間終了３年経過後 

に離職率が上昇しなかった場合には、さらに 90 万円を支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 キャリアアップ助成金  

（１）処遇改善コースの見直し 

○ 中小企業が基本給の賃金規定等を職業安定局長の定める割合以上で増額改定した場

合、現行の助成額に加え、以下の助成額を支給 

 ・対象者１人当たり 1.5 万円を基準に増減（※）した額（すべての賃金規定等改定の場

合） 

 ・対象者１人当たり 8 千円を基準に増減（※）した額（一部の賃金規定等改定の場合） 

  

【現行制度の概要】 

○雇用管理制度導入助成 

「魅力ある職場づくり」に向けて、事業主が雇用管理改善につながる雇用管理制度を導入

した場合又は介護事業主が介護福祉機器等の導入若しくは賃金制度の整備を行う場合に助成

する。 

 ・導入する制度に応じて、以下の合計額を支給。 

評価・処遇制度 10 万円 

研修制度    10 万円 

健康づくり制度 10 万円 

メンター制度  10 万円 

・制度導入による効果として、計画期間終了後の離職率に係る目標の設定を義務付け、計画

期間１年経過後の当該目標を達成できた場合に 60万円を追加で支給。 

○介護福祉機器等助成 

  介護事業主が、介護福祉機器等の導入等に要した費用の１／２を支給（上限 300 万円）。 

○介護労働者雇用管理制度助成（平成 33 年３月 31 日まで） 

・ 介護事業主が、賃金制度の整備（賃金テーブルの設定等）をした場合に 50 万円支給。 

・ また、計画期間終了後の離職率に係る目標の設定を義務付け、計画期間１年経過後の離

職率に係る当該目標を達成できた場合には、60 万円を追加で支給し、計画期間終了３年経

過後に離職率が上昇しなかった場合には、さらに 90 万円を支給する。 
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６. キャリアアップ助成金  

○処遇改善コースの見直し 

・ 中小企業事業主が有期契約労働者等の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定した

場合、現行の助成額に加え、以下の助成額を支給 

  対象者１人当たり 14,250 円（※１）（全ての賃金規定等改定の場合） 

  対象者１人当たり 7,600 円（※２）（一部の賃金規定等改定の場合） 

 （※１）職業安定局長の定める条件を満たす場合、18,000 円 

 （※２）職業安定局長の定める条件を満たす場合、9,600 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【現行制度の概要】 

全ての又は一部の有期契約労働者等の基本給の賃金規定等を２％以上増額改定した場

合に助成する。 

≪支給額≫※カッコ内は中小企業事業主以外の事業主の額 

○全ての賃金規定等改定の場合 

・１人～３人：１事業所当たり 10 万円（7.5 万円） 

・４人～６人：１事業所当たり 20 万円（15 万円） 

・７人～10 人：１事業所当たり 30 万円（20 万円） 

・11 人～100 人：対象者 1 人当たり３万円（２万円） 

○雇用形態別、職種別等の賃金規定等改定の場合 

・１人～３人：１事業所当たり５万円（3.5 万円） 

・４人～６人：１事業所当たり 10 万円（7.5 万円） 

・７人～10 人：１事業所当たり 15 万円（10 万円） 

・11 人～100 人：対象者 1 人当たり 1.5 万円（１万円） 

※「職務評価」の手法を活用した場合、１事業所当たり 20 万円（15 万円）加算 
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７. 地域活性化雇用創造プロジェクト（仮称）  

○地域活性化雇用創造プロジェクト（仮称）の創設 

 

 

 

 

 

 

【新規事業の概要】 

各都道府県の提案する産業政策と一体となって雇用を創出する事業から、コンテスト方

式により、安定的な正社員雇用の創造効果が高い事業を選定し、その費用について補助を

行う。 



参
 
考

 
資

 
料

 



成長企業等への円滑な労働移動のための支援の強化 

○ 事業規模の縮小等に伴う離職者の再就職に資する職業訓練を、職業紹介事業者への委託や民間教育訓練機関への直接委託により実   
施する事業主に対してその費用の一部を助成。（再就職支援奨励金） 
○ 事業規模の縮小等による離職者を雇い入れ、職業訓練を実施する事業主に対する助成の拡充。さらに、生産性向上が図られた成長企
業において職業訓練を実施する場合の助成を優遇（受入人材育成支援奨励金（人材育成支援））。 
○ 生産性向上が図られた成長企業における早期雇入れ支援の助成を優遇（受入れ人材育成支援奨励金（早期雇入れ支援））。 

１ 施策の目的 

 成熟分野で働いている労働者の円滑な労働移動を促進するため、労働移動における職業能力の開発支援及び早期雇入れ支援に対する
助成措置を強化する。 

２ 施策の概要 

３ 施策のスキーム 

職業紹介事業者 
（民間人材ビジネス） 

送出企業 
就職活動 

再
就
職 

再就職援助の
実施 

〇 求人の紹介 
〇 訓練、グループワーク 
 ・キャリアカウンセリング 
 ・就職支援セミナー  等 

受入企業 

受け入れ 

＜雇い入れに対する助成＞ 
  B 受入れ人材育成支援奨励金 
   ○ 人材育成支援 
   ○ 早期雇入れ支援 
    

＜再就職支援に対する助成＞ 
 Ａ 再就職支援奨励金 

再就職支援を 
委託 

民間教育訓練機関 

訓練の実施 

離職 

事業規模等の 
縮小を行う企業 

職業訓練を 
委託 

② 送出企業が民間教育訓練機関に直接委  
託した場合に訓練費用の一部を助成【新規】 

 訓練実施に要した委託経費の３分の２ 
 （上限３０万円） 

① 職業紹介事業者が行う訓練に対する助成
の引き上げ【拡充】 

 現     状 ６万円×３か月（上限18万円） 
 拡充案 訓練実施に要した委託経費の 
                   ３分の２ （上限３０万円） 

③受入企業で実施する訓練助成の引き上げ【拡充】 
 ・受入企業において対象者に訓練を実施した場合の助成を拡充。 

 ［OJT実施（1時間あたり）：700円→800円、Off-JT実施：800円→900円］ 
 ・さらに、成熟企業から生産性向上を図る成長企業への労働移動と認め
られる労働者を雇い入れ、職業訓練を実施した場合は助成額を優遇。 

 ［OJT実施（1時間あたり）：７00円→900円、Off-JT実施：800円→1,000円］ 
 

平成28年度補正予算要求額  制度要求 
（平成28年度予算額 １３，２０４，８１９千円） 

優遇助成（※５） 左記以外（※４） 

ＯＪＴ実施助成 １人あたり900円/時 １人あたり800円/時 

OFF-JT 
実施助成 １人あたり1000円/時 １人あたり900円/時 

経費助成 上限30万円 

通常の助成 優遇助成（※６） 

雇入れに係る助成 30万円 
80万円 

（40万円×２回） 

④早期雇入れ支援に係る助成措置の拡充【拡充】 

 ・受入企業（生産性向上を図る成長企業）が、対象者を離職後３か月以内
に期間の定めのない労働者として雇い入れ、一定期間定着した場合に
助成額を優遇。 ［雇入れ１人あたり40万円→80万円（40万円×２回）］ 

  （平成32年（2020年）までの時限措置） 
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65歳超雇用推進助成金（仮称・新規）の概要  

 

 

65歳への定年引上げ等を実施した事業主に対して、当該措置の内容に応じて以下の助成
額を支給 

助成額 

趣 旨 

◆ 平成27年の「高年齢者の雇用状況」報告（厚生労働省発表）では、雇用確保措置を講じている企業の割合が99.2％に達しているものの、内訳を見 
 ると65歳以上の定年引上げを行った企業の割合は15.7％、定年制を廃止した企業の割合は2.6％にとどまっており、依然多くの企業が65歳までの継 
 続雇用制度を導入している。 
◆ 60歳以上の高年齢者の就業意欲は高く、７割近くが65歳を超えてもなお働きたいと考えていることから、65歳以降の継続雇用延長・65歳までの定   
 年引上げの取組を行う企業に対して重点的に支援することによって、高年齢者の就労機会の確保を図ることが今後の政策課題の一つと考える。 

◆ 今般、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６月２日・閣議決定）において、65歳以降の継続雇用延長や65歳までの定年延長を行う企業等に対  
 する支援の実施が盛り込まれたことを受け、「65歳超雇用推進助成金（仮称）」を創設し、65歳以上への定年引上げ等を行う企業に対して重点的に 
 支援を行うことで、65歳以降も希望者全員が安心して働ける雇用基盤を整備するとともに「一億総活躍社会」の実現を図る。 

受給するまでの流れ 

65歳への定年引上げ等を労働協
約又は就業規則で規定 

規定した日の翌日から２ヶ月以内
に支給申請 

申請内容審査後、支給決定 

 平成28年度補正追加額 676,000千円 

65歳への定年引上げ 

66歳以上への定年引上
げ又は定年の定めの廃

止 

希望者全員を対象とする66
歳～69歳の継続雇用制度

の導入 

希望者全員を対象とする
70歳以上の継続雇用制度

の導入 

100万円 120万円 60万円 80万円 

「一億総活躍社
会」実現 
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  生活保護受給者等を雇い入れる事業主に対する助成措置の新設 

 生活保護受給者等の多くは、傷病、精神疾患や家庭の事情等様々な阻害要因を複合的に抱えており、

これらの者を雇い入れる事業主は、就労時間や作業負荷等の雇用管理上の配意が必要となる。このため、

雇入れ事業主の雇入れ時の経費負担軽減を行うことにより、これらの者の就職を促進する。 

 

１  趣 旨 

 

（１） 対象事業主     
    生活保護受給者等を、公共職業安定所や一定の要件を満たした民間職業紹介事業者等の紹介により、 
  継続して雇用する労働者として新たに雇い入れた事業主 
 

（２）  助成対象期間 
        １年 
 

（３） 支給金額 
     短時間労働者以外の者 ：  ３０万円（２５万円）※１×２※２     ※１ 括弧内は中小企業以外に対する支給額  

    短時間労働者       ：  ２０万円（１５万円）  ×２     ※２ ６か月ごとに２回支給 

 

２  内 容 

平成28年度補正予算要求額  制度要求 
（平成28年度当初予算額 －円） 
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地域雇用開発奨励金 
   

 地域雇用開発促進法に基づき、地域雇用開発のための助成、援助等の措置を講ずる必要があると認められ

る地域（雇用開発促進地域）等において、事業所の設置・整備を行うとともに地域求職者等を雇い入れた事業
主に対して、設置・整備費用及び増加した労働者数に応じて一定額を助成（１年ごとに３回の助成） 

※ 中小企業の場合は、１回目の支給時に１／２の額を上乗せ、創業の場合は１回目の支給
時に同額を上乗せ 

※ 大規模雇用開発計画に係る特別措置（同意雇用開発促進地域のみ） 
   設置・整備に要した費用が50億円以上かつ雇い入れ100人以上の雇い入れの場合は1
億円、雇い入れ200人以上の場合は2億円の助成 

※ 戦略産業雇用創造プロジェクトまたは地域活性化雇用創造プロジェクト（仮称）指定事業
主に対する特別措置：雇い入れ１人あたり 50万円上乗せ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

助成金の内容 

（万円） 

対象地域 

対象労働者の増加数及び設置・設備費用に応じて助成 

設置・整備 
費用 

対象労働者の増加数（人） 

3(2)～4 5～9 10～19 20～ 

300～1,000万円 50 80 150 300 

1,000～3,000万円 60 100 200 400 

3,000～5,000万円 90 150 300 600 

5,000万円～ 120 200 400 800 

地域雇用開発奨励金 

○ 同意雇用開発促進地域（下記全ての要件を満たし、かつ厚生労働大臣が同意をした地域）                                          
    (1) 「最近３年間の有効求職者数／労働力人口」が全国平均以上                                             
    (2) 「最近３年間の有効求人倍率」又は「最近１年間の有効求人倍率」が全国平均の２／３以下                           
     ただし、全国平均の２／３が１以上の場合は１、０．６７未満の場合は０．６７以下 

○ 過去１年間の有効求人倍率が１倍未満の過疎・離島地域等であって、厚生労働大臣が指定する地域 

熊本地震特例 ○ 熊本県全域 （施行日から１年間限りの暫定措置） 

＜地域雇用開発奨励金＞ ＜熊本地震特例＞ 

設置・整備等 
費用（注１） 

対象労働者（注２）の増加数（人） 

3(2)～4 5～9 10～ 

300～1,000万円 100 160 300 

1,000～3,000万円 120 200 400 

3,000～5,000万円 180 300 600 

5,000万円～ 240 400 800 

（万円） 

注１：復旧に伴う新たな設置・整備として、修繕・修理、また、宿舎借
り上げ経費や通勤バス経費も含む 

注２：地震発生から施行日前日までに当該事業所で雇用されてい
たことがある者も含む 

※ 大規模雇用開発計画に係る特別措置 
   設置・整備に要した費用が50億円以上かつ雇い入れ100人（200人）以
上の雇い入れの場合は1億円（2億円）の助成 

※ 戦略産業雇用創造プロジェクトまたは地域活性化雇用創造プロジェク
ト（仮称）指定事業主に対する特別措置：雇い入れ１人あたり 50万円
上乗せ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成28年度補正追加額 制度要求 
（平成28年度当初予算額 33.2億円） 
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保育関連事業主に対する職場定着支援助成金（個別企業助成コース）の拡充 

 

○ 雇用管理改善（魅力ある職場づくり）を通じて従業員の離職率の低下に取り組む事業主に対して助成を行うことにより、労働者の職場定着を促進させ、人材不 
 足の解消、魅力的な雇用創出を図る。 

 
 

○ 事業主が、雇用管理改善につながる以下の事項について、就業規則・労働協約を変更することにより 
   制度を新たに導入した場合に助成金を支給する。 

目的 

事 業 概 要 

 

○ 雇用管理制度助成  
 （１）制度導入助成 
    保育関連事業主が短時間正社員制度を導入した場合に10万円を助成する（新設）。 
     

       ※既存制度では、業種・分野を問わず事業主が以下の①～④の制度を導入した場合に助成している。 
   
 
 
  （２）目標達成助成（６０万円） 
    事業実施前に策定する雇用管理制度整備計画において、制度導入による効果として、計画期間終了から 

   １年経過後の離職率低下に係る目標の設定を義務づけ、当該目標を達成できた場合、（１）の助成に加え、 

   ６０万円を助成する(既存制度と同様)。 
 
 

○ 保育労働者雇用管理制度助成 【対象事業主：保育関連事業主】（新設） 
 （１）制度整備助成   
    賃金制度を整備（賃金テーブルの設定等）した場合、５０万円を助成。 
 （２）目標達成助成 
     上記１（２）と同様、計画期間終了から１年経過後の離職率低下に係る目標を達成できた場合、（１）の助成に 
   加え、６０万円を助成。 
    また、計画期間終了３年経過後に離職率が上昇しなかった場合、さらに９０万円を助成。 
 
  

平成28年度補正予算要求額  制度要求 
（平成28年度予算額 ５，９６３，８４０千円） 

①評価・処遇制度：１０万円     ②研修制度 ：１０万円 
③健康づくり制度 ：１０万円       ④メンター制度：１０万円    

 

○ 保育分野における人材確保は喫緊の課題であることから、制度導入助成の対象となる雇用管理制度に短時間正社員制度（保育関連事業主）を新設するととも 
 に、保育関連事業主が離職率の低下を図るため賃金テーブルの整備を行う場合の保育労働者雇用管理制度助成の新設を行う。 

経済対策における対応 

事業所規模 
（雇用保険 

一般被保険者数） 

離職率 
低下目標 

1～9人 △15%ポイント 

10～29人 △10%ポイント 

30～99人 △7%ポイント 

100～299人 △5%ポイント 

300人～ △3%ポイント 

＜離職率低下目標＞ 

※計画策定時点の離職率－離職率低下目
標が0％ポイント未満の場合、離職率0％を
達成目標とする。 
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キャリアアップ助成金（賃金規定等改定）の見直し 

すべてまたは一部の有期契約労働者等の基本給の賃金規定等を改定し、２％以上増額した場合に助成 

内容 

 
 
○ 人数に応じた助成 
 

 
【助成額】 
 
 
全賃金規定等改定     
      １人当たり  ３万円（大企業２万円） 
 
雇用形態又は職種別の賃金規定等改定 
    １人当たり  １．５万円（大企業１万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１ 「職務評価」の手法の活用により実施した場合   
   １事業所当たり20万円（大企業15万円）加算 
 
※２ １年度１事業所当たり100人まで 

H27年度  
○ 10人までを定額助成（３区分）とし、11人以降は人数に応じた 
  助成とする。 
 

【助成額】 

H28 年度 

区分 
全賃金規定等改定 

雇用形態・職種別 
賃金規定等改定 

中小企業 大企業 中小企業 大企業 

1人～ 3人 10万円 7.5万円 5万円 3.5万円 

 4人～ 6人 20万円 15万円 10万円 7.5万円 

7人～ 10人 30万円 20万円 15万円 10万円 

11人～ 100人 
33万円～
300万円 

(3万円×人数) 

22万円～
200万円 

(2万円×人数) 

16.5万円～
150万円 

(1.5万円×人数) 

11万円～
100万円 

(1万円×人数) 

※１ 「職務評価」の手法の活用により実施した場合 
   １事業所当たり20万円（大企業15万円）加算 
※２ １年度１事業所当たり100人まで 
※３ ＜拡充予定＞ 中小企業において３％以上増額した場合、 
       全ての賃金規定等改定：１人当たり14,250円（※18,000円）を加算、 
       雇用形態別・職種別等の賃金規定等改定：１人当たり7,600円（※9,600円）を加算  
       （※ 生産性の向上が認められる場合） 
                         

平成28年度補正予算要求額 制度要求 
（平成28年度予算額 41,045,208千円） 
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地域活性化雇用創造プロジェクト（仮称） 

○各都道府県の提案する事業から、コンテスト方式により、安定的な正社員雇用の創造効果が高い事業を選定。プランを選定された都道
府県は、地域の関係者(自治体、経済団体（企業）、金融機関、教育・研究機関等)で構成する協議会を設置した上で事業を実施(既存の
協議会の活用等も可能) 
○各都道府県で戦略的産業分野として位置づけられる業種を指定の上、実施 

○実施期間は最大３年間。国は、都道府県に対し、費用の10割(初年度のみ)を補助(雇用創造効果に応じて年間上限10億円) 

＜補助対象＞ 全都道府県 

事業概要 

事業内容 

 以下の取組により、都道府県が行う安定的な正社員雇用の創造のための独自の事業を支援。 

事業スキーム 

厚生労働省 

都道府県 

自治体 

③補助 ①提案  

②選抜  

④実施 

・有識者（大学教授等） 
・使用者団体 
・労働者団体 等 

第三者委員会 

経済団体（企業） 

教育・研究機関 金融機関 

労働者団体 労働局 

協議会 

等 

平成28年度補正追加額 30.3億円 
（平成28年度当初予算額 －円） 

  産業政策と一体となった安定的な雇用機会を創出することで、地域の雇用の安定、能力開発を推進し、地域における生産性の向上や
経済的基盤の強化を図る。 

事業目的 

コース名 地域産業活性化コース 地域雇用活性化コース 

対象産業 製造業等 全産業 

費用対効果
の上限額 雇用創出一人あたり250万円以内 雇用創出一人あたり150万円以内 

 
支援 
メニュー 

ア．事業推進・基盤整備メニュー 

協議会の運営、事業の企画、事業所・求職者等への情報発信、地域の人材ニーズ等の調査
研究、協力人員の確保などの事業運営、体制整備。  

イ．事業主向け雇用創造メニュー 

新規創業、新分野への進出、研究開発
等による事業の拡大など地域の雇用機会
の拡大を図る取組の支援等 

イ．事業主向け雇用拡大支援メニュー 

有識者等の派遣による雇用管理改善の指
導や研修・セミナー等を実施 

ウ．求職者向け就職支援・人材育成メニュー 

合同面接会や企業が求める人材の首都圏等からの確保、地域求職者に対する人材育成、
職場体験等の研修等の取組を実施 

 
エ．指定事業主雇用助成メニュー 

指定する企業が施設整備と併せて雇入れを行った場合に、地域雇用開発奨励金に上乗せ
する形で助成する取組を実施  
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